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諮問庁：国土交通大臣 

諮問日：令和６年７月１２日（令和６年（行個）諮問第１０９号） 

答申日：令和７年１月２２日（令和６年度（行個）答申第１５７号） 

事件名：本人による人事評価苦情処理申出に係わる事実調査結果とりまとめ調

書等の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙に掲げる文書１ないし文書４に記録された保有個人情報（以下「本

件対象保有個人情報」という。）につき、その一部を不開示とした決定は、

妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

個人情報の保護に関する法律（以下「法」という。）７６条１項の規定

に基づく開示請求に対し、令和６年３月２１日付け国関整総第１４２号に

より関東地方整備局長（以下「処分庁」という。）が行った一部開示決定

（以下「原処分」という。）について、その取消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人が主張する審査請求の理由は、審査請求書及び意見書の記載

によると、おおむね以下のとおりである。 

（１）審査請求書 

ア 趣旨 

開示決定内容の不服申立、並びに不開示部分に関する処分の取消、

及び開示 

イ 理由 

原処分において不開示とされた保有個人情報に関する人事管理に関

する文書は、法７８条７号ヘにより不開示との説明でしたが、特定

日Ａに審査請求人が行った苦情処理申出書に対し、特定日Ｅ付人事

評価実施権者関東地方整備局長より発出された苦情処理結果通知書

について、その結果通知が導き出される審理過程において、苦情申

出を行った本件審査請求人は一切関与する機会が与えられておらず、

何ら主張も行えず、苦情処理機関が独善的に処理を行ったものであ

り、公平、中立性に欠け、明らかに瑕疵のある違憲な処分であると

考えています。 

不開示とした部分とその理由の説明において、「これを開示するこ

とにより、今後、苦情処理申立事案に関する職員は、申立人から反
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発、苦情、非難等を受けることによって恣意的な結論に至るなどし

て意志決定の中立性が担保できなくなるおそれがある」と記載がさ

れておりますが、開示がされないことによって審査請求人は反発、

苦情、非難等の感情を抱いている訳であり、この説明内容は極めて

稚拙であり、かつ論理的に矛盾していると思います。 

そもそも苦情処理申出制度に関する処理機関が内部組織の職員であ

る以上、公正中立な審理など行えるはずはなく、評価者側に有利に

働くことは客観的に鑑みて誰が考えても明らかであり、制度主旨の

内容説明も荒唐無稽であると言わざるを得ません。 

前述を踏まえ、本件不開示決定が妥当であるとするのであれば、苦

情処理申出制度の在り方そのものの根幹を揺るがすこととなり、著

しく重大な問題であると思っているため、本件請求文書の不開示部

分の開示がされることについて切に要望を致します。 

（２）意見書 

原処分において示された理由説明書「（４）原処分に対する諮問庁の

考え方」において本件審査請求人が処分庁に対して開示請求を行った行

政文書ついては（原文ママ）、「（前略）これを開示することにより、

今後、苦情処理申立事案に関する職員は、申立人から反発、苦情、避難

等を受けることによって恣意的な結論に至るなどして意思決定の中立正

（原文ママ）が担保できなくなるおそれがあるため」として不開示との

説明でしたが、そもそも人事評価制度自体、基準が曖昧で評価過程も不

透明な部分が多く、被評価者側の立場から見ると恣意的に操作されてい

るのではないかとの疑念は払拭できず、反発、苦情、非難等の声が上が

るのは至極当然の話であり、これを全く想定していない人事当局側の発

想そのものがおめでたいにも程があり稚拙極まりなく荒唐無稽と言わざ

るを得ないものであります。 

事実として、私がＯＢ職員で評価者経験者から聞いた話では、「評価

者が良い評語を付けたとしても、人事当局の人事評価担当職員から呼び

出され、恣意的に評語の操作を指示されていた。」との証言を得ており、

これは人事評価作業が国家公務員法の精神に則り適切に行われていない

と言う動かぬ証拠であり、この事実を覆すだけの論拠が人事当局から何

ら示されていない現況を鑑みれば、この理由説明には論理的な矛盾点が

あるものと考えています。 

また、現行の苦情処理申出制度についても、本件申出に係る内容が紛

争処理の類いであることを前提とした場合、本来は公平、かつ中立的な

判断を導き出すために裁定人として利害関係を有しない第三者機関を設

置すべきであると思われるところ、苦情処理窓口、及び審理機関は全て

人事当局側の内部職員で構成されていることから、明らかに評価者側に
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有利な建て付けとなっており、到底、公平、中立な判断など導き出せる

余地がないことは、一般常識を持ち合わせる社会人であれば容易に理解

出来るものであることは想像に難くない（原文ママ）のではないでしょ

うか？ 

スポーツの一例を引用すれば、平成１８年に開催された第１回ワール

ドベースボールクラシックの二次ランド（原文ママ）、米国で行われた

米国対日本戦において８回に日本の勝ち越し点となる犠飛が三塁走者の

離塁が早かったとして米国側のアピールにより得点が取り消されました

が、リプレー画像においても外野手の捕球後に離塁していることは明ら

かであるにも係わらず判定は覆らず、これは世紀の大誤審として現在も

多くの日本国民の記憶として残っているところでありますが、この試合

の審判は全て米国籍の人間が勤めていた（原文ママ）ことからも米国に

有利な判定がされる危惧が試合当初からあったと言われていたものが顕

在化した良い例であると考えています。 

上述から苦情処理申出制度に係わる人間が全て評価者側の人事当局職

員で構成されていることは、「法の下の平等」の精神からしてフェアで

はなく、今回の苦情処理結果通知に至る過程においては被評価者である

開示請求人は何ら関与も主張する機会さえも与えられておらず、独善、

かつ一方的に導き出されており著しく不当な処分であると考えています。 

少なくとも関東地方整備局の人事に携わる人間には誠実さや良心の欠

片はなく、性根が腐りきっていると言うのが私が感じている所感です。

（特に特定役職、特定課職員は人間のクズだと思っています。） 

以上を意見として申し述べさせて戴くとともに、公正な判断をして戴

くことを切に願っております。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 本件審査請求について 

（１）本件開示請求は、法に基づき処分庁に対し、審査請求人が「特定日Ａ

付け申出を行った「苦情処理申出書」に対し、特定日Ｅに人事評価実施

権者関東地方整備局長より「苦情処理結果通知書」が発出されています

が、「苦情対応要領」（２）⑥に記載されている苦情処理窓口が作成し

た調書、審理機関において審議が実施された際の記録が記載された議事

録等の書面、並びに「国土交通省人事評価実施規程」第１５条第１項別

表３に定められる苦情処理機関が起案した決裁文書全て」について、開

示を求めてなされたものである。 

（２）本件開示請求を受けて、処分庁は、本件対象保有個人情報を特定し、

文書の一部開示決定（令和６年３月２１日付け国関整総第１４２号）

（原処分）を行った。 

（３）これに対し、審査請求人は、国土交通大臣に対し、開示決定内容の不
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服申立て並びに不開示部分に関する処分の取消し及び開示を求めるとの

審査請求を提起した。 

２ 審査請求人の主張について 

（略：上記第２の２（１）に同じ。） 

３ 国家公務員の人事評価制度の概要 

（１）人事評価の意義 

ア 人事評価とは、任用、給与、分限その他の人事管理の基礎とするた

めに、職員がその職務を遂行するに当たり発揮した能力及び挙げた業

績を把握した上で行われる勤務成績の評価をいう（国家公務員法（昭

和２２年法律第１２０号。以下「国家公務員法」という。）１８条の

２第１項）。 

イ 人事管理の基礎となる人事評価においては、育成や配置に資するよ

う、職員の能力や実績を評価し、その結果を職員にフィードバックし

ていくことが求められるため、人事評価制度は、他の職員との比較に

よる相対評価ではなく、職員一人一人の職務遂行能力や勤務実績を客

観的な基準に照らして把握する絶対評価によるものとされている。 

（２）人事評価の実施権者及び実施規程等 

ア 所轄庁の長は、人事評価を実施する責務を課されているが（国家公

務員法７０条の３）、実際上、所轄庁の長が常にその権限を自ら行使

することを期待することは困難であるため、制度の合理的、効果的運

営の観点から、その指定した部内の上級の職員（以下「実施権者」と

いう。）が実施することが認められている（人事評価の基準、方法等

に関する政令（以下「政令」という。）２条）。実施権者は、所轄庁

の長があらかじめ内閣総理大臣と協議して定めた人事評価の実施規程

に基づいて人事評価をする（政令１条１項）。 

イ 国土交通省の職員（観光庁、気象庁、運輸安全委員会及び海上保安

庁の職員を除く。ただし、国家公務員法３４条１項６号に規定する幹

部職員を含む。）の人事評価は、国家公務員法、政令及び人事評価の

基準、方法等に関する内閣官房令（以下「内閣官房令」という。）の

定めのほか、国土交通省人事評価実施規程（国土交通省訓令第３６号。

以下「実施規程」という。）の定めるところにより実施される。実際

に人事評価を行うに当たっては、内閣人事局及び人事院が、国家公務

員を対象として、人事評価の目的、仕組み、具体的な評価手続等につ

いて理解を深めるとともに、実際に評価を行う際の手引きとして作成

した人事評価ガイドが利用されている。 

（３）人事評価の方法及び流れ 

ア 人事評価は、能力評価及び業績評価により、１０月１日から翌年９

月３０日までの期間を単位として毎年実施する（定期評価）（政令４



 

 5 

条、５条、実施規程５条１項）。定期評価における能力評価は、１０

月１日から翌年９月３０日までを評価期間とし、評価期間において現

実に職員が職務遂行の中で取った行動を、標準職務遂行能力の類型を

示す項目として実施規程に定める項目ごとに、各評価項目に係る能力

が具現されるべき行動として実施規程に定める行動に照らして、当該

職員が発揮した能力の程度を評価することにより行われる（政令４条

３項、５条３項、実施規程５条２項１号）。定期評価における業績評

価は、１０月１日から翌年３月３１日までの期間及び４月１日から９

月３０日までの期間をそれぞれ評価期間とし、評価期間において職員

が果たすべき役割について、業務に関する目標を定めることその他の

方法により当該職員に対してあらかじめ示した上で、当該役割を果た

した程度を評価することにより行われる（政令４条４項、５条４項、

実施規程５条２項２号）。 

イ 実施権者は、定期評価における能力評価及び業績評価を受ける職員

（以下「被評価者」という。）の監督者の中から評価者を、評価者の

監督者の中から調整者を指定する（政令７条、実施規程３条１項）。 

ウ 実施権者は、評価期間の開始に際し、実施規程別紙１「人事評価記

録書」に、付属「評価項目及び行動・着眼点一覧表」から被評価者の

職位に対応した評価項目及び行動、着眼点等を記載した上で、全ての

被評価者に配布する（実施規程別紙３「実施要領」１）。 

エ 評価者は、業績評価の評価期間の開始に際し、被評価者と期首面談

（４月及び１０月）を行い、業績評価の目標の設定その他被評価者が

果たすべき役割を確定し、認識の共有化を図る（政令１２条、実施規

程９条２項）。 

オ 評価者は、定期評価における能力評価及び業績評価を行うに際して

は、その参考とするため、被評価者に対し、あらかじめ、評価期間に

おいて被評価者が発揮した能力及び挙げた業績に対する被評価者自ら

の認識その他評価の参考となるべき事項について申告を行わせる（政

令８条、１３条、実施規程６条）。 

カ 評価者は、定期評価における能力評価に当たっては評価項目ごとに、

業績評価に当たっては果たすべき役割（目標を定めることにより示さ

れたものに限る。）ごとに、それぞれ評価結果を表示する記号（以下

「個別評語」という。）を付すほか、評価結果をそれぞれ総括的に表

示する記号（以下「全体評語」という。）を付すものとされている

（政令６条１項）。実施規程によれば、評価者は、被評価者ごとに作

成された人事評価記録書の評価者欄に個別評語、全体評語及びそれぞ

れの評語を付した理由その他参考となる事項を記載するものとされて

いる（実施規程別紙３「実施要領」Ⅳ、１）。なお、能力評価につい
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て、被評価者の秀でている点や改善点、中長期的な人材育成を意識し

た育成に関する意見等も記載することとなっている。また、能力評価

の個別評語における評価者の所見欄は廃止されている。定期評価にお

ける個別評語及び全体評語の段階は、本省内部部局の局長、部長級以

外の職員の評価では、６段階（卓越して優秀、非常に優秀、優良、良

好、やや不十分、不十分）とされている（政令６条２項３号）。 

キ 調整者は、評価者による評価について不均衡があるか否かについて

審査を行い、必要に応じて評価者から情報を収集し、全体評語を付す

ことにより調整を行う。この場合、調整者は、人事評価記録書の調整

者欄に自ら全体評語を付すとともに、氏名、調整の日付を記載する

（実施規程別紙３「実施要領」Ⅳ、２、（２）②）。また、調整者は、

全体評語を付す前に評価者に再評価を行わせることができる（政令９

条２項、１４条、実施規程７条２項）。 

ク 実施権者は、調整者による調整について審査を行い、適当でないと

認める場合には調整者に再調整を行わせた上で評価が適当である旨の

確認を行う（政令９条３項、１４条、実施規程７条３項）。 

ケ 評価者は、上記クの実施権者の確認の後、被評価者と期末面談（３

月及び９月）を行い、被評価者の開示に対する意思の確認を行った上

で、評価結果の開示を希望しない被評価者を除き、能力評価及び業績

評価の全体評語を開示するとともに、評価結果及びその根拠となる事

実に基づき指導及び助言を行う（実施規程８条１項、９条１項）。な

お、評価結果の開示を希望しない被評価者について、全体評語が「不

十分」又は「やや不十分」である場合には、全体評語を開示しなけれ

ばならない（実施規程８条２項）。 

（４）苦情への対応 

ア 実施権者は、人事評価に関する被評価者の苦情について、実施規程

の定めに従って適切に対応しなければならず、被評価者は、苦情の申

出をしたことを理由として不利益な取扱いを受けないものとされてい

る（政令２０条、内閣官房令６条、実施規程１５条２項）。 

イ 国土交通省においては、被評価者の苦情について、実施規程別紙４

苦情対応要領（以下「苦情対応要領」という。）に従い、苦情相談及

び苦情処理により対応することとされている。 

ウ 苦情相談 

職員は、人事評価について苦情がある場合に、職員の所属する部局

等の相談員に、口頭、電話、メール等によりいつでも相談すること

ができる（苦情対応要領１（１）①）。ただし、実施規程８条の規

定により開示された評価結果に関する苦情については、当該評価結

果の開示が行われた日の翌日から起算して１週間以内（閉庁日を除
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く。）に限り申し出ることができる（苦情対応要領１（１）②）。 

相談員は、苦情を申し出た職員の意向を確認した上で、必要に応じ

評価者に伝達したり、評価手続の改善を促すなど適切に対応する

（苦情対応要領１（２）①）。相談員は、職員が苦情相談の結果、

納得しない場合には、開示された評価結果に関する苦情処理への申

出期間に留意し、苦情処理の手続に移行できることを教示する（苦

情対応要領１（２）②）。 

エ 苦情処理 

職員は、実施規程８条の規定により開示された評価結果に関する苦

情又は苦情相談では解決できなかった苦情（開示された評価結果に

関する苦情を除く。）について、苦情処理窓口に苦情対応要領別添

１「苦情処理申出書」の様式に従い、苦情を申し出ることができる

（苦情対応要領２（１）①）。ただし、苦情処理への申出は、開示

された評価結果に関する苦情については、当該評価結果の開示が行

われた日の翌日から起算して１週間以内（閉庁日を除く。）、それ

以外の苦情については、苦情対応要領１（２）②の教示を受けた翌

日から起算して１週間以内（閉庁日を除く。）に限り申し出ること

ができる（苦情対応要領２（１）②）。 

苦情処理窓口は、事実確認のため、苦情を申し出た職員のほか、当

該申し出た職員の評価者その他必要があると認める者からの聴き取

り、必要な書類収集等の事実調査を行い、同調査の結果を取りまと

め、調書を作成して書面により実施規程別表３．３に定められた審

理機関に提出する（苦情対応要領２（２）③及び⑥）。 

審理機関は、苦情処理窓口から提出された調書等に基づき審理を行

い、審理の結果を文書により苦情を申し出た職員の所属する部局等

の実施権者に提出する（苦情対応要領２（３）②）。実施権者は、

審理機関からの審理結果を苦情対応要領別添２「苦情処理結果通知

書」の様式に従い、苦情を申し出た職員及び必要に応じ評価者・調

整者に通知する（苦情対応要領２（３）③）。 

オ その他 

苦情相談員及び苦情処理窓口は、苦情相談及び苦情処理の具体的な

内容を苦情対応要領別添３「苦情相談／苦情処理の申出・記録シー

ト」の様式に従い適宜記録することとされている（苦情対応要領３

（１））。また、苦情への対応に際し、苦情内容に応じ、人事院へ

の苦情相談、審査請求等ができ得ることを教示する（苦情対応要領

３（２））。 

４ 原処分に対する諮問庁の考え方について 

本件審査請求については、原処分のうち、不開示とした部分の取消し及
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び開示を求めているものであるが、本件諮問に当たり、原処分の妥当性に

ついて検討した結果は次のとおりである。 

（１）本件に対する処分庁の考え方 

本件に対する処分庁の考え方は以下のとおりである。 

苦情処理窓口において事実確認を行った相手方、内容、及びその検討

結果、さらに審理機関の審理内容については、これを開示することによ

り、今後、苦情処理申立事案に関する職員は、申立人から反発、苦情、

非難等を受けることによって恣意的な結論に至るなどして意思決定の中

立性が担保できなくなるおそれがあるため、法７８条６号に該当するも

のであることから不開示とした。また、人事評価記録書の個別標語、全

体標語及び所見、秀でている点・改善点等の記載については、評価者等

が人事評価実施規程により被評価者に開示されることを想定せずに率直

な記載を行っているものであり、これを開示することにより、今後行わ

れる人事評価において、評価者等が率直な評価を記載することが困難に

なる場合も想定され、人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事

の確保に支障を及ぼすおそれがあるため、法７８条７号ヘに該当するも

のであることから不開示とした。 

（２）不開示部分の記載内容について 

不開示となっている部分には、それぞれ以下の内容が記載されている。 

ア 人事評価苦情処理申出に係わる事実調査結果とりまとめ調書は、苦

情処理窓口が、事実確認のため、苦情を申し出た職員のほか、当該申

し出た職員の評価者その他必要があると認める者からの聴き取り、必

要な書類収集等の事実調査等の結果を記載し、苦情処理の審理機関に

提出するものであり、その不開示部分には、苦情処理窓口が事実確認

を行った相手方や評価者その他必要があると認める者に対して行った

事実確認の内容、これを基にした苦情処理窓口の検討結果が記載され

ているほか、人事評価記録書における評価者及び調整者による標語が

転記されている。 

イ 苦情処理申出に係る審理結果は、苦情処理の審理機関が、苦情処理

窓口から提出された調書等に基づき審理を行い、審理の結果を文書に

より実施権者に提出するものであり、その不開示部分には、苦情処理

窓口から提出された調書等に基づき行われた具体的な審理及び判断が

記載されている。 

ウ 人事評価苦情処理申出に係る審理結果について（提出）（能力評

価：特定日Ｂ～特定日Ｃ、業績評価：特定日Ｄ～特定日Ｃ）は、苦情

処理の審理機関が、苦情処理窓口から提出された調書等に基づき審理

を行い、審理の結果を実施権者に提出するための決裁文書である。 

（ア）決裁概要書の不開示部分 
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苦情処理の審理機関が、苦情処理窓口から提出された調書等に基

づき行った審理の結果が記載されている。 

（イ）苦情処理申出に係る審理結果の不開示部分 

苦情処理の審理機関が、苦情処理窓口から提出された調書等に基

づき行った具体的な審理及び判断が記載されている。 

（ウ）人事評価苦情処理申出にかかる事実調査結果についての不開示部

分 

苦情処理窓口が、事実確認のため、苦情を申し出た職員のほか、

当該申し出た職員の評価者その他必要があると認める者からの聴き

取り、必要な書類収集等の事実調査等の結果を記載し、苦情処理の

審理機関に提出するものであり、その不開示部分には苦情処理窓口

が事実確認を行った相手方や評価者その他必要があると認める者に

対して行った事実確認の内容、これを基にした苦情処理窓口の検討

結果が記載されているほか、人事評価記録書における評価者及び調

整者による標語が転記されている。また、人事評価記録書には、被

評価者、評価者及び調整者がそれぞれ記載する欄が存在し、その不

開示部分には、評価者が当該評価期間において把握した被評価者の

職務遂行状況等を踏まえて記載した、個別評語、全体評語及びそれ

ぞれの評語を付した理由その他参考となる事項（所見）、その他能

力評価について秀でている点・改善点等の記載や、調整者が評価者

による評価についての審査及び調整を行った上で記載した、能力評

価又は業績評価の各個別評語（任意）及び各全体評語に係る所見の

記載がある。 

エ 人事評価における苦情処理結果について（通知）（能力評価：特定

日Ｂ～特定日Ｃ、業績評価：特定日Ｄ～特定日Ｃ）は、人事評価実施

権者が、審理機関からの審理結果を、苦情を申し出た職員、評価者お

よび調整者に通知するための決裁文書である。 

（ア）決裁概要書の不開示部分 

苦情処理の審理機関が、苦情処理窓口から提出された調書等に基

づき行った審理の結果が記載されている。 

（イ）苦情処理申出に係る審理結果の不開示部分 

苦情処理の審理機関が、苦情処理窓口から提出された調書等に基

づき行った具体的な審理及び判断が記載されている。 

（ウ）人事評価苦情処理申出にかかる事実調査結果についての不開示部

分 

苦情処理窓口が、事実確認のため、苦情を申し出た職員のほか、

当該申し出た職員の評価者その他必要があると認める者からの聴き

取り、必要な書類収集等の事実調査等の結果を記載し、苦情処理の
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審理機関に提出するものであり、その不開示部分には苦情処理窓口

が事実確認を行った相手方や評価者その他必要があると認める者に

対して行った事実確認の内容、これを基にした苦情処理窓口の検討

結果が記載されているほか、人事評価記録書における評価者及び調

整者による標語が転記されている。また、人事評価記録書には、被

評価者、評価者及び調整者がそれぞれ記載する欄が存在し、その不

開示部分には、評価者が当該評価期間において把握した被評価者の

職務遂行状況等を踏まえて記載した、個別評語、全体評語及びそれ

ぞれの評語を付した理由その他参考となる事項（所見）、その他能

力評価について秀でている点・改善点等の記載や、調整者が評価者

による評価についての審査及び調整を行った上で記載した、能力評

価又は業績評価の各個別評語（任意）及び各全体評語に係る所見の

記載がある。 

（３）法７８条６号該当性について 

法７８条６号は、国の機関等の内部又は相互間における審議、検討又

は協議に関する情報であって、開示することにより、率直な意見の交換

若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれのあるものを不開

示情報とすると定めているところ、上記（２）に係る各不開示部分（人

事評価記録書に係る部分を除く。）には、当該苦情処理申立事案につい

ての処理を行うに当たり、各段階において、苦情処理窓口が事実確認を

行った相手方や評価者その他必要があると認める者に対して行った事実

確認の内容、これを基にした苦情処理窓口の検討結果、及び苦情処理の

審理機関が苦情処理窓口から提出された調書等に基づき行われた具体的

な審理及び判断が記載されているものであり、これらが申立人に開示さ

れることとなれば、今後、苦情処理申立事案に関する職員は、申立人か

ら反発、苦情、非難等を受けることや、被評価者と評価者との間の信頼

関係が失われること等によって、その後の業務運営が困難になることを

恐れ、申立人に有利になるような意見を付したり、調査活動が不十分な

ものとなる事態も想定され、その結果、率直な意見の交換ができず、恣

意的な結論に至るなどして意思決定の中立性が担保できなくなるおそれ

がある。 

（４）法７８条７号へ該当性について 

法７８条７号ヘは、国の機関等が行う事務又は事業に関する情報であ

って、開示することにより、人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑

な人事の確保に支障を及ぼすおそれのあるものを不開示情報とすると定

めているところ、法は、行政機関等の事務又は事業の適正かつ円滑な運

営を図りつつ、個人の権利利益を保護することを目的とし（法１条）、

原則として行政機関が保有する自己を本人とする保有個人情報の開示請
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求権を認める一方で（法７８条柱書き）、その例外の一つとして同条７

号において行政機関等の事務又は事業の運営に生じる支障の程度を具体

的かつ類型的に定めた不開示情報に該当した場合に不開示とするものと

していることからすれば、同号柱書き及び同号ヘ所定の「支障」は、名

目的なものでは足りず、実質的なものでなければならず、また、その

「おそれ」の程度も単なる確率的な可能性ではなく、法的保護に値する

蓋然性が必要である。 

上記（２）に係る不開示部分（人事評価記録書に係る部分に限る。）

には、被評価者の職務遂行状況等について、ありのままの率直な記載が

されることが予定されていると認められるところ、これが被評価者に開

示されることになれば、評価者は、被評価者から反発、苦情、非難等を

受けることや、被評価者と評価者との間の信頼関係が失われること等に

よってその後の業務運営が困難になることを恐れ、率直かつ詳細な記載

を避け、当たり障りのない記載をする事態も想定され、その結果、正確

かつ詳細な人事情報の把握ができず、適切な人事評価を行うことができ

なくなり、処分庁の人事管理事務に実質的な支障が生ずるおそれがある

というべきであり、かつ、その「おそれ」の程度も単なる確率的な可能

性ではなく、法的保護に値する蓋然性がある。 

また、期末面談においては、評価の基礎となった事実に基づいて指導、

助言という目的に沿って、被評価者に伝えるべき事実の範囲やその場合

の表現等について、十分な配慮がされることが前提とされており、人事

評価記録書の記載内容を表現も含めてそのまま伝達することが予定され

ているとは認められない。したがって、被評価者が、人事評価記録書の

開示を受け、その記載内容を表現等も含めてそのまま認識した場合、上

記配慮の下に行われる指導、助言の場面と比較して、反発等が生じる可

能性及びその反発等がより強いものとなる可能性が高まることから、本

件人事評価記録書不開示部分を開示することによる弊害は避け難いと考

えられる。 

５ 結論 

開示文書に係る決定過程については以上のとおりであり、これらの点か

ら、本件不開示部分については、法７８条６号所定の「国の機関、独立行

政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人の内部又は相互間における

審議、検討又は協議に関する情報であって、開示することにより、率直な

意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ、不当に

国民の間に混乱を生じさせるおそれ又は特定の者に不当に利益を与え若し

くは不利益を及ぼすおそれがあるもの」及び法７８条７号ヘ所定の「国の

機関、独立行政法人等、地方公共団体又は地方独立行政法人が行う事務又

は事業に関する情報であって、開示することにより、次に掲げるおそれそ
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の他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を

及ぼすおそれがあるもの」に該当するものであり、本件開示請求に係る原

処分は妥当であると考える。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は、本件諮問事件について、以下のとおり、調査審議を行った。 

① 令和６年７月１２日   諮問の受理 

② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同月１５日       審議 

④ 同年８月２８日     審査請求人から意見書を収受 

⑤ 同年１２月１１日    本件対象保有個人情報の見分及び審議 

⑥ 令和７年１月１５日   審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象保有個人情報について 

（１）本件開示請求は、本件対象保有個人情報の開示を求めるものであり、

処分庁はその一部を法７８条６号及び７号ヘに該当するとして、不開示

とする原処分を行った。 

審査請求人は、原処分の取消しを求めているところ、諮問庁は、原処

分を妥当であるとしていることから、以下、本件対象保有個人情報の見

分結果を踏まえ、不開示部分の不開示情報該当性について検討する。 

（２）なお、処分庁及び諮問庁は、原処分時及び理由説明書（上記第３）に

おいて令和４年４月に施行された法の規定（法７８条６号及び７号ヘ）

が適用されるものとして扱っているが、原処分時点では令和５年４月に

施行された法の規定が適用されるべきものであるところ、諮問庁は、原

処分における法の適用条項を法７８条１項６号及び７号ヘとすべきであ

った旨説明する。 

令和４年４月施行の法と令和５年４月施行の法の規定を対比すると、

その内容は同様のものというべきであり、項が追加されたのみとみるこ

とができる。このため、この点の誤りは原処分を取り消すに至らないも

のとし、令和５年４月施行の法の規定に基づき、不開示部分の不開示情

報該当性について検討する。 

２ 不開示部分の不開示情報該当性について 

本件対象保有個人情報が記録された文書１ないし文書４を見分すると、

文書１は、審査請求人が特定日Ａ付けで行った人事評価苦情処理申出に関

し、苦情処理窓口が事実確認のため、審査請求人のほか、評価者その他必

要があると認める者からの聴き取り、事実調査等の結果を記載し、苦情処

理の審理機関に提出した調書、文書２は、苦情処理の審理機関が当該調書

等に基づき行った審理の結果を記載した文書、文書３は、苦情処理の審理

機関が当該審理結果を人事評価の実施権者に提出するための決裁文書、文
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書４は、人事評価の実施権者が当該審理結果を、審査請求人、評価者及び

調整者に通知するための決裁文書であると認められる。不開示部分は、別

表の番号１ないし６の２欄及び３欄に掲げる部分であり、諮問庁は当該各

部分を法７８条１項６号及び７号ヘに該当することから不開示とすべきと

している。 

（１）別表の番号１ないし４に掲げる不開示部分について（法７８条１項６

号該当性） 

ア 当該各部分の不開示理由について、当審査会事務局職員をして諮問

庁に改めて確認させたところ、諮問庁は、おおむね別表の番号１ない

し４の５欄のとおり説明する。 

イ 当該各部分を開示することにより生じる「おそれ」に係る上記諮問

庁の説明に不自然、不合理な点があるとはいえず、これを覆すに足る

事情も認められない。 

ウ したがって、当該各部分は、法７８条１項６号に該当すると認めら

れるので、不開示としたことは妥当である。 

（２）別表の番号５及び６に掲げる不開示部分について（法７８条１項７号

ヘ該当性） 

ア 当該各部分の不開示理由について、当審査会事務局職員をして諮問

庁に改めて確認させたところ、諮問庁は、おおむね別表の番号５及び

６の５欄のとおり説明する。 

イ 当該各部分を開示することにより生じる「おそれ」に係る上記諮問

庁の説明に不自然、不合理な点があるとはいえず、これを覆すに足る

事情も認められない。 

ウ したがって、当該各部分は、法７８条１項７号ヘに該当すると認め

られるので、不開示としたことは妥当である。 

３ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから、本件対象保有個人情報につき、その一部を法７８条６

号及び７号ヘに該当するとして不開示とした決定については、不開示とさ

れた部分は、同条１項６号及び７号ヘに該当すると認められるので、妥当

であると判断した。 

（第５部会） 

委員 藤谷俊之、委員 石川千晶、委員 磯部 哲 
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別紙（本件対象保有個人情報が記録された文書） 

文書１ 開示請求人が特定日Ａに申出を行った「苦情処理申出書」に関する、

人事評価苦情処理申出に係わる事実調査結果とりまとめ調書 

文書２ 開示請求人が特定日Ａに申出を行った「苦情処理申出書」に関する、

苦情処理申出に係る審理結果 

文書３ 開示請求人が特定日Ａに申出を行った「苦情処理申出書」に関する、

人事評価苦情処理申出に係る審理結果について（提出）（能力評価：特

定日Ｂ～特定日Ｃ、業績評価：特定日Ｄ～特定日Ｃ）の決裁文書 

文書４ 開示請求人が特定日Ａに申出を行った「苦情処理申出書」に関する、

人事評価における苦情処理結果について（通知）（能力評価：特定日Ｂ

～特定日Ｃ、業績評価：特定日Ｄ～特定日Ｃ）の決裁文書 
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別表 不開示部分 

１ 番

号 

２ 文書

番号 

３ 不開

示部分 

４ 根拠

条文（法

７８条１

項） 

５ 不開示理由 

１ 文書１ １頁ない

し８頁 

６号 不開示部分には、当該苦情処

理申立事案についての処理を行

うに当たり、各段階において、

苦情処理窓口が事実確認を行っ

た相手方や評価者その他必要が

あると認める者に対して行った

事実確認の内容、これを基にし

た苦情処理窓口の検討結果、及

び苦情処理の審理機関が苦情処

理窓口から提出された調書等に

基づき行われた具体的な審理及

び判断が記載されており、これ

らが申立人に開示されることと

なれば、今後の期間ごとに反復

継続して行われる人事評価に係

る業務（苦情対応を含む。）に

おいて、苦情処理申立事案に関

する職員は、申立人から反発、

苦情、非難等を受けることや、

被評価者と評価者との間の信頼

関係が失われること等によっ

て、その後の業務運営が困難に

なることを恐れ、申立人に有利

になるような意見を付すなど、

調査活動が不十分なものとなる

事態も想定され、その結果、率

直な意見の交換ができず、恣意

的な結論に至るなどして意思決

定の中立性が担保できなくなる

おそれがある。 

２ 文書２ １頁及び

２頁 

３ 文書３ ２頁、４

頁、５頁

及び７頁

ないし１

５頁 

４ 文書４ ２頁、５

頁、６頁

及び８頁

ないし１

６頁 
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５ 文書３ １８頁な

いし２０

頁 

７号ヘ 不開示部分は、人事評価記録

書における記載の一部を不開示

としたものであり、評価者が当

該評価期間において把握した被

評価者の職務遂行状況等を踏ま

えて記載した、個別評語、全体

評語及びそれぞれの評語を付し

た理由その他参考となる事項

（所見）、その他能力評価につ

いて秀でている点・改善点等の

記載や、調整者が評価者による

評価についての審査及び調整を

行った上で記載した、能力評価

又は業績評価の各個別評語（任

意）及び各全体評語に係る所見

が記載されている。 

人事評価記録書には、被評価

者の職務遂行状況等について、

ありのままの率直な記載がされ

ることが予定されていると認め

られるところ、不開示部分が被

評価者に開示されることになれ

ば、評価者は、被評価者から反

発、苦情、非難等を受けること

や、被評価者と評価者との間の

信頼関係が失われること等によ

ってその後の業務運営が困難に

なることを恐れ、率直かつ詳細

な記載を避け、当たり障りのな

い記載をする事態も想定され、

その結果、正確かつ詳細な人事

情報の把握ができず、適切な人

事評価を行うことができなくな

り、処分庁の人事管理事務に実

質的な支障が生ずるおそれがあ

るというべきであり、かつ、そ

の「おそれ」の程度も単なる確

６ 文書４ １９頁な

いし２１

頁 
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率的な可能性ではなく、法的保

護に値する蓋然性がある。 

また、期末面談においては、

評価の基礎となった事実に基づ

いて指導、助言という目的に沿

って、被評価者に伝えるべき事

実の範囲やその場合の表現等に

ついて、十分な配慮がされるこ

とが前提とされており、人事評

価記録書の記載内容を表現も含

めてそのまま伝達することが予

定されているとは認められな

い。したがって、被評価者が、

人事評価記録書の開示を受け、

その記載内容を表現等も含めて

そのまま認識した場合、上記配

慮の下に行われる指導、助言の

場面と比較して、反発等が生じ

る可能性及びその反発等がより

強いものとなる可能性が高まる

ことから、不開示部分を開示す

ることによる弊害は避け難いと

考えられる。 

なお、国家公務員に係る人事

評価は、政令及び内閣官房令に

より、最低限、人事評価の実施

権者により確認された全体評語

を被評価者に開示することが求

められ、それ以外の評価結果に

ついては、各所轄庁の長が人事

評価の実施規程において開示範

囲を定めることとされている。

国土交通省においては、実施規

程８条１項に能力評価及び業績

評価の全体評語を開示するもの

と規定され、実際にも人事評価

の実施権者により確認された調
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整者の全体評語を開示する運用

としており、不開示部分は、調

整者の全体評語を除く、評価者

及び調整者の被評価者に対する

評価が記載された部分であり、

被評価者に開示することが想定

されていないものである。 

 


